
0



1



 ＩＦＲＳ導入について
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 ２０１４年度 中間決算の概要

 上期は、売上収益が前年同期比 ４１４億円増収の ５，１２８億円、

事業利益は１７３億円増益の ５０９億円

営業利益は、事業利益の増益に加え、

年金制度改革にともなう過去勤務費用減少の影響 約３００億円により、

前年同期比 ４８１億円増益の ７８５億円、

四半期利益は４５８億円増益の６５６億円。

 また、７月３１日に発表した前回予想に対しても、上期は

売上収益ならびに各段階利益において、大幅に上回った。
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 ２０１４年度 第２四半期の実績

 売上収益は、前年同期比 １７１億円増収の ２，６６５億円、

事業利益は ３５億円増益の ２７３億円、

営業利益は ８億円増益の ２３９億円、

四半期利益は ４１億円増益の １９０億円。
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 2014年度 第２四半期の売上収益、事業利益の事業セグメント別内訳

 情報関連機器を中心に、前年度実績および前回予想を上回った。

 なお、全社費用が減収・減益となっているが、

これは前年同期に一時的な特許料収入があったことなどによるもの。
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 2014年度 第２四半期業績のポイント
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 ２０１４年度の通期業績予想

 売上収益は、前回予想を ２００億円上回る １兆 ６００億円、

事業利益は、１３０億円上回る １，０５０億円、

営業利益は、１２０億円上回る １，３２０億円、

当期利益は、１１０億円上回る １，１１０億円に修正。

 下期における為替レートの前提は

ＵＳドルを １００円、ユーロを１３５円で据え置き。

 １円の円安による 年間の事業利益への為替感応度は、

前回予想時と同じ、ＵＳドルが３億円、ユーロが８億円。
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 2014年度の事業セグメント別売上収益予想、上期 / 下期別の内訳

 下期は、前回予想に対し、

デバイス精密機器、情報関連機器ともに上方修正することにより、

連結合計の売上収益も上方修正。
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 2014年度の事業セグメント別事業利益予想、上期/下期別の内訳

 下期は、連結合計の事業利益を５４０億円で据え置くが、

通期は、上期の上振れ分が上乗せとなり、

前回予想の９２０億円から１，０５０億円に上方修正。

 その結果、今期の事業利益は、

上期 / 下期のバランスが大幅に改善。

 これは、大容量インクタンクモデルの販売増加、

インクカートリッジモデルのコスト改善による採算性向上、

年末商戦の比重が大きい日本市場の相対的な低下など、

情報関連機器を中心に戦略に基づいた施策を着実に遂行してきたこと、

さらに円安の影響も加わり、改善したもの。

 今期は、固定費など費用の上期から下期へのスライドなど、

一時的となる要因もあるが、

企業の体質としては、着実に業績バランスの改善が進みつつある。
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 ２０１４年度 通期業績予想のポイント
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 2014年度下期の取り組み
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 2014年度下期の取り組み
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 事業セグメント別の四半期売上収益推移

 前年同期に対し、

情報関連機器セグメントは、２００億円の増収、

デバイス精密機器セグメントは、６億円の増収、

センサー産業機器セグメントは、 ２６億円の増収となり、

連結合計では、１７１億円の増収となる２，６６５億円。

 なお、当四半期の為替変動による売上収益への影響分は、

９５億円のプラス影響。
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 情報関連機器事業セグメントの第２四半期 売上収益

 当セグメントでは、全ての事業で円安による効果があった。

 プリンティングシステムは、１６２億円の増収。

 インクジェットプリンターは、本体数量について、

欧米市場でコンシューマー向けインクカートリッジモデルが減少する一方、

オフィス向けインクジェットならびに大容量インクタンクモデルが増加し、

全体では前年同期に比べて数量増となるとともに、

消耗品の販売が、欧米市場で好調だったことにより、売上が増加。

 商業プリンターは、A3フォトプリンターなどの売上が増加。

 以上の結果、インクジェットプリンター事業は、前年同期に対し増収。

 ページプリンターは、低価格モデルの数量の絞り込みにより減収。

 ビジネスシステムは、SIDMが中国における徴税用特需分の一巡などにより

販売減となったものの、POSプリンターが欧米市場で好調だったことから、

前年同期並み。

 ビジュアルコミュニケーションは、プロジェクターにおいて、

市場の成長が回復するなか、アジア、米州の教育向けなどの数量増により、

四半期としては過去最高の販売数量となったことに加え、

中・高価格帯の比率増加による平均販売単価上昇により増収。
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 デバイス精密機器事業セグメントの第２四半期 売上収益

 マイクロデバイスは、
水晶で、基地局向けなど高付加価値商品の販売が増加したものの、

スマートフォンやデジタルカメラなど

民生向け商品のプライスエロージョンが進行して減収。

一方、半導体で、シリコンファンドリーの受注が大幅に増加して増収となり、

マイクロデバイス事業全体で、売上収益はほぼ前年並み。

 プレシジョンプロダクツは、
ウオッチ事業などが堅調に推移したことから、

売上収益は、前年同期を上回った。



 販売費及び一般管理費の四半期推移

 第２四半期では、

為替の円安影響に加え、業績連動にともなう人件費の増加や、

情報関連機器を中心とした販促活動の強化により、

広告宣伝費、販売促進費などが増加したため、

売上収益に占める販売費及び一般管理費の比率は、

前年同期を上回る水準となった。
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 事業セグメント別の四半期事業利益推移

 当四半期における為替の円安効果は、

全社で、前年同期比 約２５億円 のプラス影響があった。

 情報関連機器は、前年同期比 １１３億円増益の ３７４億円。

 インクジェットプリンターは、

大容量インクタンクモデルの増加によるモデルミックスの改善効果、

ならびにコストダウンの進展と、消耗品の増収などにより、大幅な増益。

 ビジネスシステムは、売上収益、事業利益ともに前期並み。

 ビジュアルコミュニケーションは、増収により増益。

 ページプリンターは減収となったものの、コスト削減などにより前期並み。

 デバイス精密機器は、

半導体、ウオッチが堅調に推移したものの、

水晶の減収により、セグメント全体で減益。

 センサー産業機器は、

センシングシステムが新商品の投入を進めて売上を増加させるとともに、

インダストリアルソリューションズにおいて、戦略的に拡販を進めてきた

精密組立ロボットが、中国におけるスマートフォン製造向けや、

欧米における自動車部品、電子機器製造向けで増加し、前期に対し販売数量が

約２倍となるなど、セグメント全体で売上収益を倍増させ、赤字幅を改善。
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 事業利益の前年同期比の要因分解

 ２０１３年度 第２四半期の事業利益 ２３８億円 に対し、

販管費の増加などがあったが、

数量変動やコスト変動、為替影響などの増益要因により、

四半期事業利益は ２７３億円。
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 財政状態計算書の主要科目

 資産合計は、棚卸資産や、売上債権及びその他の債権の増加などにより、

前期末に比べ５４９億円増加。

 棚卸資産については、

年末の商戦期に向けた生産数量の増加に加え、

フィリピンやインドネシアにおける港湾の処理能力不足による在庫増、

為替による在庫評価金額増などにより、３４８億円増加。

２０１５年３月末には、前期末並みの在庫回転率とする予定。
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 財政状態計算書の主要科目

 有利子負債は、

社債の償還などにより、前期末に比べて ９２億円減少し、

資産合計の有利子負債依存度は ２１．９％。

ネット有利子負債は、前期末から１４１億円減少し、

３１億円のネットキャッシュとなった。

 親会社の所有者に帰属する持分は、

当期の業績などにより、前期末に比べて ８０４億円増加し、その結果、

親会社所有者帰属持分比率は ４５．９％。



24



25

 2014年度の事業セグメント別売上収益予想、上期 / 下期別の内訳

 下期の売上収益については、前回予想に対し

情報関連機器、デバイス精密機器ともに上方修正することにより

連結合計でも上方修正。
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 情報関連機器事業セグメントの事業部門別売上収益予想の内訳

 ビジュアルコミュニケーションは、

前回予想を ６０億円上回る、１，８２０億円を予想。

 プロジェクターは、

前回予想に対し、数量増を織り込み、

通期としては、前期比プラス１０％程度の数量成長を前提として、

上方修正。
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 プリンティングシステム事業の製品別売上収益予想

 プリンティングシステム事業は、

前回予想を１００億円上回る ６，８６０億円を予想。

 なお、通期のインクジェットプリンター本体数量は、

前回予想並みの 前期比プラス８％を見込む。
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 デバイス精密機器事業セグメントの事業部門別売上収益予想の内訳
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 マイクロデバイス事業の製品別売上収益予想
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 事業利益の事業セグメント別予想、上期 / 下期別の内訳

 下期の事業利益は、連結合計で前回予想の５４０億円を据え置き、

通期の事業利益は、前回予想９２０億円から１，０５０億円に上方修正。



 設備投資と減価償却費

 設備投資は、案件の厳選により、前回予想の５２０億円から５００億円に

減価償却費は前回予想の ４５０億円から４４０億円に、

それぞれ見直し。
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 キャッシュフロー

 業績予想の修正ならびに、設備投資の見直しにより、

営業キュッシュフローは前回の１，１８０億円から １，２２０億円に

投資キュッシュフローは ５３０億円から ４７０億円に

フリーキャッシュフローは６５０億円から ７５０億円に見直し。
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 主な経営指標

ＲＯＳは ９．９％

ＲＯＡは １１．４％

ＲＯＥは ２６．３％
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